
２０１９年度

第１回町田市行政経営監理委員会

資料

「２０４０年を見据えた今後の行政経営の方向性」

２０１９年８月９日

【 資 料 １ 】



第１部
２０４０年にかけて起こる変化・課題



人口減少と人口構造の変化に伴う影響



１ ２０４０年に向けた人口減少と人口構造の変化

１ ２０４０年問題

○ ２０４０年頃には日本の総人口は毎年１００万人近く減少し、高齢者人口がピークを迎えるなど、人口構造が大きく変化し、
自治体の税収や行政需要に極めて大きな影響を与えるとされている。

○ 総務省は、「自治体戦略２０４０構想研究会」を立ち上げ、２０４０年頃をターゲットに人口構造の変化に対応した自治体行政の
あり方を示し、今後、この構想を推進していくとしている。

○ ２０４０年には、団塊ジュニア世代が高齢者となり、高齢者人口はピークを迎える。
○ 行政経営においても人口減少時代のパラダイムへの転換が必要となる。

男性 女性 男性 女性

年少人口

生産年齢人口

前期老年人口

後期老年人口 後期老年人口

前期老年人口

生産年齢人口

年少人口

資料：第３２ 地方制度調査会第１回総会資料
【国立社会保障・人口問題研究所】



２ 人口減少・人口構造の変化がもたらす社会への影響

○小中学校では学校規模の小規模化が進む
○短期・中期的には、出生数は減少していくものの、女性の就労が進むこと等により、保育サービスの需要は減少しない可能性がある

○膨大な介護需要が急速に生じる
○地域の住民組織の担い手の高齢化が進む中、次世代を担う人材確保・育成が課題となる
○慢性疾患や認知症の人の増加など、疾病構造が変化する
○疾病構造の変化に応じた地域における病床の機能分化、連携や医療・介護の連携、健康づくりが課題となる
○生活に必要な家事・買い物・移動が困難となる高齢者が増加する

○人手不足が全国的に深刻化する
○企業の経営者の高齢化が進み、後継者の確保が課題となる
○農業では担い手の高齢化による技術の継承が課題となる

○需要の減少に伴い民間事業者の経営環境が厳しくなり、生活を支えるサービスを身近な生活圏で提供し続けることが困難になる
○高度な医療サービスなど、一定の人口集積を必要とする高次の都市機能を維持していくことが困難になる
○公共施設・インフラの利用者減少に伴い、人口一人当たりの維持管理費が増加する
○利用者減少に伴い、料金改定等により収入を確保していく必要がある
○空き地・空き家の増加による都市の低密度化、スポンジ化が進む
○公共交通の輸送効率の低下による路線の改廃等が進めば、生活を支えるサービスの質の低下を招く

参考：2019年6月7日第15回地方制度調査会専門小委員会
「中間的なとりまとめに向けた論点整理（案）」

１ 人口の減少に伴う変化・課題

２ 年少人口の減少に伴う変化・課題

３ 生産年齢人口の減少に伴う変化・課題

４ 高齢者人口の増加に伴う変化・課題

○ これからの行政経営においては、こうした課題に対応していかなければならない。



町田市の人口動向



３ 町田市の人口動向① ～人口推計～
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年齢３区分グラフ

総人口 年少人口 生産年齢人口 高齢者人口

○ ２０４０年頃にかけて、高齢者人口は急増し、一方で、生産年齢人口及び年少人口は急減する。
○ 高齢者人口と生産年齢人口の比率は、２０１９年は１：２.３だが、２０４０年には１：１.５となる。

生産年齢人口（15～64歳）は
2019年から約２０.３％減

高齢者人口（65歳～）は
2019年から約２４.３％増

2019年までは実数
2020年から推計値（暫定）

年少人口（～14歳）は
2019年から約２７.１％減

高齢者人口114,290人
26.7%（総人口比）

年少人口
53,989人

12.6%（総人口比）

生産年齢人口
260,406人

60.7%（総人口比）

※各年１月１日時点

生産年齢人口
207,542人

53.4%（総人口比）

高齢者人口
142,020人

36.5%（総人口比）
年少人口
39,362人

10.1%（総人口比）

総人口は
2019年から約９.３％減

総人口
428,685人

総人口

388,924人

２０１８年に初めて
総人口が減少



４ 町田市の人口動向② ～５歳別労働力率～

○ 労働力率を５歳別に見ると、町田市は全国と似たようなカーブとなっている。
〇 女性の生産年齢の労働力率は全国と比べ低いことがわかる。

出典：「平成２７年度 国勢調査結果」(総務省統計局)
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５ 町田市の人口動向③ ～転入超過の状況～

〇 近年、０－１４歳の子どもの転入超過数が多くなっている。

出典：「住民基本台帳人口移動報告」(総務省統計局)※外国人は除く

年度／順位 1位 2位 3位

2016年 さいたま市（1339人） 札幌市（1043人） 町田市（808人）

2017年 さいたま市（958人） 札幌市（942人） 流山市（821人）

2018年 さいたま市（1141人） 流山市（789人） 柏市（668人）

町田市全国５位！（649人）
※政令市を除くと３位

町田市全国３位！
※政令市を除くと１位

町田市全国４位！（612人）
※政令市を除くと３位

＜0-14歳転入超過数全国順位＞

年 年 年 年 年

（人）



（参考） ５歳別転入超過数（２０１８年）

〇 ５歳別にみると、１９歳以下は男女ともに転入超過となっている一方で、２０～２９歳は、転出超過となっている。

出典：「平成３０年度 住民基本台帳人口移動報告」(総務省統計局)
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（参考） ５歳別転入超過数（２０１４年）
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出典：「平成２６年度 住民基本台帳人口移動報告」(総務省統計局)

（2014年）



６ 町田市の人口動向④ ～東京圏における人口の変動～

○ 今後、都心回帰傾向が続くことが予想される。
○ 都心回帰傾向が強まれば、さらに町田市の人口減少は加速していく恐れもある。

≪人口が増加する自治体≫
（区部、政令市除く）

○千葉県
印西市、木更津市、浦安市、流山市
○神奈川県
藤沢市、開成町、大井町
○東京都
日野市、稲木市、狛江市、小金井市、
調布市、西東京市、
○埼玉県
川口市、朝霧市、志木市、古川市
越谷市、三郷市、戸田市、ふじみ野市
伊奈市、滑川市



財政状況と人口変化の影響



７ 町田市の財政状況と人口変化の影響① ～市税収入の減少～

○ 市税収入については、現時点では横ばいで推移しているが、今後は、生産年齢人口の減少等により、緩やかに減少していくことが
予想される。

資料：2019年度町田市予算概要

※２００７～２０１７年度は決算額、２０１８年度は６月補正後の予算額、２０１９年度は当初予算額

市税収入の推移



８ 町田市の財政状況と人口変化の影響② ～社会保障関係経費の増加～

○ 高齢者人口の増加に伴い、社会保障関係経費が増加する。
○ 今後、団塊ジュニア世代（就職氷河期世代）の高齢化に伴い、さらに社会保障費が増加していくことが予想される。

資料：町田市５ヵ年計画１７-２１

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

国民健康保険事業会計繰出金

後期高齢者医療事業会計繰出金

介護保険事業会計繰出金

（障害者総合支援法に基づく、障害
者への障害福祉サービス給付等）

（児童手当や民間の保育園への保
育委託料等）

社会保障関係経費（一般財源）の推移



９ 町田市の財政状況と人口変化の影響③ ～ 構造的収支不足の拡大 ～

○ 市税収入の緩やかな減少と社会保障関係経費の増加が予測されている中、今後も構造的収支不足は、年々拡大していくこと
が見込まれている。

構造的収支不足は

ますます拡大する

・2025年には団塊の世

代が後期高齢者となる。

医療・介護給付、生活支

援のニーズはピークを迎

える。

・今後は、生産年齢人口

減少により、構造的収支

不足が年々拡大する。

0
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単位：億円 2008年度を基準とした主要一般財源収入と社会保障関係経費の増加額の推移

主要一般財源収入（市税、譲与税・交付金、地方交付税、臨時財政対策債）

社会保障関係経費（扶助費（社会福祉費、児童福祉費等）、繰出金（国保、後期、介護））

構造的収支不足が

年々拡大する。

町田市５ヵ年計画17-21
計画期間

※ 2008年度から2015年度は決算額、2016年度は予算額、2017年度から2026年度は推計額

資料：町田市５ヵ年計画１７-２１

○２０２５年には団塊の
世代が後期高齢者と
なる。

○医療・介護給付、生活
支援のニーズはさらに
増加していく。

○今後は生産年齢人口
の減少により、構造的
収支不足が年々拡大
する。
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公園

産業系施設

子育て支援施設

社会教育系施設

市民文化系施設

供給処理施設

保健・福祉施設

公営住宅

病院施設

行政系施設

スポーツ・

レクリエーション系施設
下水道施設

学校教育系施設

(㎡)

(年度)

○ ２０１９年時点で、市全体の５９．５％の公共施設が築年数３０年以上経過している。

１０ 町田市の財政状況と人口変化の影響④ ～ 公共施設の老朽化 ～

資料：町田市公共施設再編計画

旧耐震基準(昭和56年以前)
42.6万㎡(44.0%)

新耐震基準(昭和57年以降)
54.2万㎡(56.0%)

築50年以上
4.8万㎡(5.0%)

築40年以上
29.5万㎡(30.5%)

築30年以上
23.2万㎡(24.0%)

築20年以上
15.7万㎡(16.2%)

築10年以上
13.6万㎡(14.1%)

築10年未満
9.9万㎡(10.2%)

建築年数別の延床面積割合

その他
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レクリエーション系施設

下水道施設

学校教育系施設



○ 人口減少に伴い、公共施設のニーズが変化していく中で、施設の維持・更新・再編を計画的に進めていく必要がある。
○ １９６０年代後半～８０年代前半に集中して建設した学校が建替え時期を迎える第２期（２０２７年～２０３６年）、第３期

（２０３７年～２０４６年）がコストのピークとなる。
○ 全ての建物を計画修繕し、築６０年で建て替える場合、今後３８年間のコストは３３８４億円となる。

１１ 町田市の財政状況と人口変化の影響⑤ ～公共施設の維持・更新費シミュレーション～

資料：町田市公共施設再編計画

維持・更新コストシミュレーション結果（計画修繕型、標準的な耐用年数６０年の場合）



職員・組織の現状と将来のリスク



１２ 町田市の職員・組織の現状と将来のリスク① ～ 職員数の推移～

職員数の推移≪稼働人数ベース≫ 【単位：人】

資料：２０１８年度町田市行政監理委員会

※稼動人数（正職員及び再任用職員）：実人数のうち、実際に勤務して給与の支給のある職員数（休業・
休職等により給与の支給がない職員を除いた職員数）。
※稼動人数（嘱託員）：延べ人数（総支払い月数）÷12ヶ月×0.8人で算出。
※稼動人数（臨時職員）：（総支払額－平均的な交通費500円×年間稼動日数220日 ）÷1705時間（220
日×7時間45分）÷平均的な時間単価
※町田市民病院の職員（医師、看護師、一般事務等）は含んでいない。

○ 職員数は近年、横ばい傾向にある。
○ 国では、「経営資源が大きく制約されることを前提に、従来の半数の職員でも自治体が担うべき機能を発揮できる仕組みが必要」として
いる。

資料：総務省自治体戦略2040構想研究会第二次報告
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１３ 町田市の職員・組織の現状と将来のリスク② ～ 男女別・年齢別職員数～

○ 年齢別でみると、４９～５３歳の職員数（１８．７％）が多く１０年後に退職のピークを迎える。また２０４０年には３８歳以上の職員（６０．１％）が
定年を迎えるため、今後退職を見据えた人材確保、組織体制の整備が必要となる。

○ ２０歳代・３０歳代は女性の方が多い。
○ 育児休業は毎年８０名程度（女性職員の５～６％）が新規取得している。

※教育委員会・各行政委員会含む全職員（病院職員、再任用職員及び非常勤嘱託員を除く)

男女別・年齢別職員数（2018年度） 年齢別総職員数（2018年度）

年度 制度 男 女 計

2016 育児休業 10 77 87
産前・産後の休養 0 77 77

2017 育児休業 8 67 75
産前・産後の休養 0 68 68

2018 育児休業 15 74 89
産前・産後の休養 0 84 84

産前・産後の休養・育児休業の取得状況（2016-2018）

【単位：人】

60.8% 39.2%

資料：町田市職員課

※数字は当該年度における新規取得者数



１４ 町田市の職員・組織の現状と将来のリスク③ ～ 職員の満足度・働き方 ～

良く
なった

わから
ない

悪く
なった

計

男性

管理職 5 4 0 9

係長級 12 11 2 25

主事・主任 28 21 6 55

女性
係長級 2 2 2 6

主事・主任 23 10 0 33

総計 70 48 10 128

時差勤務を利用したことによりワーク・ライフ・バラ
ンスは向上したか （人） ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取

組の１つとして、２０１９年７月から、テレ
ワークの試行を開始する。
２０２０年の東京オリンピック・パラリンピッ
ク開催期間中の本格導入を目指している。

≪ 具体的な業務例 ≫
・企画立案、予算関係、契約事務、
会議運営、庶務事務、システム処理等

テレワークの試行

働きやすい職場環境を構築するため、２０
１７年度より、全職員を対象に勤務時間の
選択肢を増やす時差勤務制度を導入して
いる。

≪ 利用者数の状況（月平均） ≫
2017年度 121人 約4.3％
2018年度 144人 約5.1％
2019年度 182人 約6.5％

時差勤務制度の導入

町田市役所（仕事・職場）への満足度

資料：２０１８年度職員意識調査

多様な就労形態の検討・導入

約７割の職員が現在
の仕事や職場環境に
満足している

長時間労働者数及び該当所属数

○ 時差勤務の導入やテレワークの試行に取組んでおり、今後も様々な働き方を検討していく必要がある。
○ 約７割の職員が職場環境に満足しており、近年、長時間労働者数も大幅に減少している。

長時間労働
の減少

（2016年度）

長時間労働者
月80時間超の
長時間労働者数

年間360時間超
の職員数

時間外勤務
総時間数

2018年度 171（40職場） 18（8職場） 188（53職場） 308,928時間

2017年度 222（47職場） 53（14職場） 261（65職場） 345,753時間

2016年度 254（48職場） 59（17職場） 266（60職場） 353,909時間

※人数は実人数。　※所属数には、「部付け」は含まない。

※長時間労働者：1か月あたりの時間外勤務時間が80時間を超えた者、または2
カ月以上連続して45時間を超えた者。



技術・社会等の変化



１５ ２０４０年にかけて起こる技術・社会等の変化

○住民のライフスタイルや価値観は、今後も変
化・多様化していく

○組織や場所にとらわれない多様で柔軟な働
き方、生き方を選択できる

○人生１００年時代を踏まえた高齢者像の再定
義が必要になる

○新たな技術により、距離や言語など様々な制
約から解放された個人、組織や地域が潜在的
な可能性を発揮し、様々な課題を解決できる可
能性がある

○技術革新によってこれまでにない新たなサー
ビスが生まれる

１ 技術の進展

参考：2019年6月7日第15回地方制度調査会専門小委員会
「中間的なとりまとめに向けた論点整理（案）」

２ ライフスタイルや価値観の変化・多様化

交通や暮らし、ビジネス等、
あらゆる市民生活に
大きな変化をもたらす

医療・介護

遠隔診療や医療不足の地域への
医療を提供が可能になる。

介護ロボットにより、介護の質を
高めつつ、負担を軽減する。

○ 行政経営においても新たな技術を使いこなし、効率化に努めるとともに、これまでにないサービスを生み出していく必要がある。

ビジネス

商品の生産・販売がシステム管理

される。旅館ならバックヤード作業
や予約対応などが効率化し、その
分、「おもてなし」に注力できる。暮らし

ＡＩを活用することで、生活の
あらゆるシーンがより快適な
ものに。ＡＩ冷蔵庫で食品の
消費期限情報をスマホで受
け取れたり、料理の提案など
が可能になる。

交通・輸送

自動運転車は、駅やバス停から
目的地までの「ラストワンマイル」
をつなぐ交通手段になる。ドロー
ンによる荷物配送も可能に。

農業

ロボット技術や情報通信技術
を駆使して、農作業の省力化・
精密化を実現する。ドローン等
で農作物を管理し、無人農業
による作業も可能になる。

資料：政府広報 Society5.0   「どう変わる 超スマート社会」



（参考） デジタル手続法と町田市におけるテクノロジーを活用した取組事例

資料：内閣官房ＩＴ総合戦略室（2019.3）

【社会全体のデジタル化】
国、地方公共団体、民間事業者、国民その他の者があらゆる活動において情報通信技術の便益を享受できる社会の実現

【デジタル化の基本原則】
①デジタルファースト ： 個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する
②ワンスオンリー ： 一度提出した情報は、二度提出することを不要とする
③コネクテッド・ワンストップ ： 民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現する

１ 情報通信技術を活用した行政の推進の基本原則

２ 行政手続の原則オンライン化のために必要な事項

【行政手続きのオンライン原則】
○行政手続（申請及び申請に基づく処分通知）について、オンライン実施を原則化 （地方公共団体等は努力義務）
○本人確認や手数料納付もオンラインで実施 （電子署名等、電子納付）

【添付書類の撤廃】
○行政機関間の情報連携等によって入手・参照できる情報に係る添付書類について、添付を不要とする規定を整備
（登記事項証明書（2020年度情報連携開始予定）や本人確認書類（電子署名による代替）等を想定）

○ 「デジタル手続法」が２０１９年５月２４日に可決された。
○行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手続の原則オンライン化のために必要な事項を定めている。
○国における行政手続きの原則デジタル化が示された中、自治体においてもデジタル化を進めていく必要がある。

１ ＡＩ－ＯＣＲの活用検討

２０１８年度に、（株）NTTデータ、つくば市、横浜市、福
岡市、郡山市、市川市と連携し、AI-OCRの実証実験を行
い、高い正読率が確認できた。
２０１９年度は、実用化に向け、実際の業務での検証を

進め、情報セキュリティの確保、RPAとの連携、費用対効
果等の確認を行う。

２ ＡＩによる下水処理の効率化の実験

２０１９年１月から、ＡＩを使った新たな下水処理技術の
実験を、民間企業等と共同して開始する。

これまで、下水の量を人が見て、処理に必要な酸素供
給量を調整していたが、ＡＩが判断し、最適な調整を行う。
年間１千万円の電気代の節約を予測している。

３ ＡＩを活用した認知症高齢者の見守りサービスの
実証実験

２０１７年度に、富士通や市内ベンチャー企業と連携し、

ＡＩによる画像認識技術を活用した認知症高齢者の見守
りサービスの実証実験を行った。
認知症サポーター等が徘徊高齢者を撮影し、専用のク

ラウドサービスにアップすると、事前登録された画像デー
タと照合され、家族に画像情報を通知し、発見につなげ
る。

町田市におけるテクノロジーを活用した新たな取組例

参考１

参考２



２０４０年にかけて起こる変化・課題



１６ ２０４０年にかけて起こる変化・課題と行政経営へのインパクト
～人口増加時代から人口減少時代への転換～

Ｂ構造的収支不足の拡大

○税収の減少
○社会保障関係経費や公共
施設の維持補修費をはじ
めとする歳出の増加

○地方への交付金額が減少
していく恐れ

Ｄ人材確保への対応

○労働力不足の中、人材の確
保が難しくなる

○雇用コストの増加
○高齢者の潜在労働力の上
昇

○子育て期女性の潜在的労働
力と就業者数の差

Ｇ自治体規模の減少

○人口・財政規模の縮小に伴
う、職員規模の縮小の要請

○従来のフルセット型の行政経
営では立ち行かなくなる

Ｃ公共施設・インフラの
維持が困難

○施設利用者数の減少
○少子化の進行による学校
施設再編の必要性

○施設の再編の検討・調整に
直面

Ａまちの継続性の危機

○空き家、空き地による都市
のスポンジ化

○就職氷河期世代の高齢化
孤立化リスク

○ライフスタイルの変化に伴う
住民ニーズの変化

○公共交通の縮小・撤退
○団地における急速な高齢
化の進行

○急速に介護需要が高まり
担い手不足が生じる

Ｆ自治体間格差の拡大

○自治体間において、行政
サービスの競争が激化する

○自治体間における行政対
応力の格差が拡大する

○自治体間で生産年齢人口
の奪い合いが生じる

技術・社会等の変化

○税収が伸び悩む一方で、社会保障関係経費
や公共施設の維持補修費が増加していく

○ニーズが大きく変化する中、公共施設・イン
フラの維持・更新・再編を行う必要がある

○人材確保が困難になる中、ＩＣＴの活用を前
提とした行政運営が求められていく

○都心回帰がさらに進んでいく可能性

○自治体間で、人口や職員人材の奪い合いが
顕在化していく恐れ

○自治体間で、まちの魅力や課題対応力がシ
ビアに比較されていく

○急増する介護需要と一方での担い手不足や、
利用者減少による公共交通の縮小等、人口
変化を起因とした「まちの継続性の危機」と
も言える困難な行政課題に直面していく

○市民の価値観の変化・多様化や、「人生100
年時代」の到来など、社会の変化に伴う新た
なニーズ・課題への対応が求められる

インパクト１
行政課題のさらなる複雑化・多様化

インパクト３
都市の個性や独自性の必要性

インパクト２
行政の経営資源の不足

人口減少・人口構造の変化

Ｅ職員の価値観の変化

○組織や場所にとらわれない
多様で柔軟な働き方の要請
○子育て期職員の働きやす
さの要請

○長期に渡って活躍できる職
場環境の整備

Ｈテクノロジーの発達

○ロボット・ＡＩ等最新のＩＣＴを
活用した行政経営を行う必
要がある

○ビッグデータを活用して効
果的な行政経営を行ってい
く必要がある

○技術革新によってこれまで
にない新たなサービスが生
まれる可能性がある

人口減少・人口構造の変化や、技術・社会等の変化は行政経営にとって大きなインパクトとなる



第２部
今後の行政経営の方向性



１７ 課題解決に向けた新たな行政経営の視点

（１）徹底した自治体間比較
自治体間比較を行い、町田市の特長や強みを
把握する

（２）戦略的なマーケティング・広報活動
経験価値デザインを取り入れるなど、戦略的な
マーケティングを取り入れる。また、先進性、独自
性の高い事業を戦略的に広報し、ＰＲしていく

（３）ブランドイメージに基づく事業展開
ブランドイメージに基づく先進性、独自性の高

い事業を展開することで町田市の魅力を高め、
人や企業を惹きつけていく。また、市民の誇りや
職員のモチベーションにつなげていく

（１）多様な担い手との協働
課題解決に向け、多様な担い手との最適なマッ
チングを生み出していくプラットフォーマーとなる
①市民・地域

⇒地域に貢献したい、地域課題を解決したい
という意欲をつなぎあわせ、実現する

②民間事業者
⇒町田市に投資したくなる、関与したくなる
互いに価値のある関係性の創出

（２）公民連携手法のさらなる活用
PPP・PFIをはじめ、民間のノウハウや民間資金
を呼び込む手法を積極的に活用するとともに、連
携の基盤を整えていく

（３）他自治体・都・国との連携
圏域でのサービス供給など、効率的・効果的な
サービス供給を行う

（４）オープンイノベーション
行政の様々なデータや課題認識等を、さらに
オープンにしていく

視点１ コラボレーション

（１）スマート化による事務事業の見直し
「機械ができることは機械で」を前提に、ＩＣＴを
積極的に活用するなど「人手をかけない」、「場所
を前提としない」業務プロセスに転換していく

（２）スマート化によるサービス向上
ＩＣＴの活用等により、オンラインでの行政手
続き等、市民にとってより利便性の高いサービ
スを提供していく

（３）自治体行政の標準化・共通化
法令等で定められた業務については、徹底的
に標準化・共通化を図る
情報システムや申請様式の標準化・共通化を
進めていく

（４）正規職員は企画立案業務等に注力
ＩＣＴの活用等により業務効率化を図り、正規
職員は企画立案業務等、正規職員でしかできな
い仕事に注力していく

視点２ スマート自治体 視点３ ブランディング

一自治体だけで取り組むのではなく、市民、地域、
企業、大学、他自治体等と積極的に連携していく
ことで、新たなアイディアやサービスを生み出して
いくとともに、困難な行政課題に対応していく

これまでの行政活動のやり方を抜本的に見直し、
最新のテクノロジーを的確に活用するなど、新た
なサービスデザインを進めていく

インパクト１
行政課題のさらなる複雑化・多様化

インパクト３
都市の個性や独自性の必要性

インパクト２
行政の経営資源の不足

ポイント ポイント ポイント

新たな行政経営の視点

３つの新たな行政経営の視点をもって、インパクトに対応していく

・人や企業等を惹きつける町田市のブランドを確
立していく

・町田市全体のブランドイメージとともに、ターゲッ
トに応じたブランドイメージを設定していく



１８ 新たな行政経営の視点の具体的な展開①

１ コラボレーション ２ スマート自治体 ３ ブランディング

こ
れ
ま
で
町
田
市
で
取
り
組
ん
で
き
た
取
組
例

今
後
の
展
開
イ
メ
ー
ジ

①民間提案制度
例）共創フロント（横浜市）

②多様な主体のマッチング
例）共創ラボ（横浜市）

③シェアリングエコノミーの活用
例）子育てシェアリング事業（湯沢市）

④自治体連携によるサービス提供
例）保育所の共同整備（横浜市・川崎市）

⑤兼業・副業による人材の流動化

⑥サンドボックス制度の活用支援

⑦オープンデータの推進

⑧アクティブシニアの活躍の場 等

①行政手続きのオンライン化／公共施設の無人化

②行政手続きにおける添付書類の撤廃／ペーパー
レス化

③ＡＩ－ＯＣＲ等の活用による業務効率化

④行政サービスにおけるキャッシュレスの推進

⑤ビッグデータの活用
例）ME-BYO（神奈川県）

⑥テレワーク等、多様な働き方の実現

⑦５Ｇの活用（自動運転を活用した公共交通）

⑧ドローンの活用
例）災害対応、インフラの整備 等

①マーケティングの充実

②ターゲットの明確化
例）子育て世代を獲得していく

③ターゲットに対応した政策・事業の重点化
例）子育て世代に特化したシェアオフィス

英語教育・プログラミング教育の強化
コンパクトシティ

④戦略的広報の強化

⑤「経験価値」を得られるような政策展開
例）文化・スポーツ・観光施策の戦略的な展開
町田ならではの体験の提供 等

①市民参加型事業評価の実施

②中間支援組織（地域活動サポートオフィス）
の開設

③まちだ○ごと大作戦１８-２０

④南町田拠点創出まちづくりプロジェクト

⑤認知症カフェ「Ｄカフェ」

⑥ＤＢＯ方式による熱回収施設の整備

⑦アクティブシニア介護人材バンク

①自治体間ベンチマーキングを活用した業務の
見直し

②ＡＩ-ＯＣＲの実証実験（２０１８年度）

③ＲＰＡの試験導入（２０１８年度）

④テレワークの試験導入（２０１９年度）

⑤行政手続きのオンライン化

⑥マイナンバーを活用した行政サービスにおける
利用

①戦略的な広報活動の展開

②先進性、独自性のある特徴的な取組
例）
・新公会計制度の導入
・市民参加型事業評価
・時差勤務制度等の柔軟な働き方の導入
・南町田拠点創出まちづくりプロジェクト
・英語のまちだ
・冒険遊び場
・送迎保育ステーション



１９ 新たな行政経営の視点の具体的な展開②

１ コラボレーション

多様な担い手との
最適なマッチング

２ スマート自治体

テクノロジーの活用等による
新たなサービスデザイン

３ ブランディング

新たな都市イメージを確立

コラボレーションとスマー
ト自治体を組み合わせる
ことで卓越したサービス
を生み出していく

ブランドイメージに基づき、
コラボレーションとスマー
ト自治体をかけあわせて

展開していく

テクノロジーを活用し、
人やアイディアを結び
付け、新たな価値を創

造していく

コラボレーションにより、
テクノロジーを活用する
など新たなサービスデ
ザインを実現していく

①自治体間ベンチマーキングを活用した業務の見直し
人口規模が同程度の自治体間で業務プロセス、パフォーマンス、コスト等を比較し、差異を「見える化」するとともに、最新のテクノロジーの積極
的な活用を想定しながら、自治体間で共通化できるベストプラクティスについて検討し【コラボレーション】 【スマート自治体】、業務改革・改善に
つなげる取組。本取組は、地方行政サービス改革の先行事例として国からも取り上げられ、他の自治体から注目されている。 【ブランディング】

②市民通報アプリまちピカ町田くん
道路環境の改善を目指し、道路の危険個所を市民が【コラボレーション】簡単に通報することが出来る市民通報アプリケーションであり、
【スマート自治体】、２０１８年度は６９５件の通報があり、このうち８４％修復完了し、好評を得ている。【ブランディング】

町田市におけるこれまでの取組例

多様な担い手との連携を深め、テクノロジーを活用したサービスデザインを進めていくことで、先進性、独自性の高い事業展開
を図り、町田市のブランディングにもつながるのではないか。

市民満足の向上 持続可能な行政経営職員満足の向上

３つの新たな行政経営の視点を掛け合わせることでさらなる効果を生み出す



２０ 新たな行政経営を担う人材育成と組織風土づくり

課題解決に向けた新たな行政経営の視点

コラボレーション スマート自治体 ブランディング

多様な人材や知識を結び付けるスキル 新たな視点や知識を探求する姿勢

オープンな姿勢・情報発信力
時代の変化に対応したサービスデザイン

と業務改革のスキル

既存の業務のあり方に捉われず、
常に改善し続ける姿勢

マーケティング・企画のスキル

イノベーションを生み出し
ブランドを強化できる人材

創発・イノベーションを起こせる人材

視点１ 視点２ 視点３

新しい発想をもった
サービスデザイン人材

２０４０年に向けて求められる人材像

２０４０年に向けて重要となる組織像

ステークホルダーと対話するスキル
仕事にプラスアルファのチャレンジを取り

入れていく姿勢

○ 町田を良くしたいという高い理想を持ち続け、その想いを実現するために成長し続けることが求められる
○ 職員それぞれの個性・経験・専門性等を存分に発揮していくことが求められる

自ら目標を掲げ、主体的に組織運営
に関わることができる人材を育成し、
課題に即応できる組織

多様性を認め合い、柔軟な働き方を
選択できる環境を整えることで、誰も
が自分らしく活躍できる組織

全ての職員が、組織のなりたい姿や
使命を共有しつつ、時代の変化に合
わせて進化させ、その実現を追求し
続ける組織

人口減少時代のパラダイムへの転換を受け、直面する困難な課題に対応し、
新たな価値を生み出していくためには、よりフラットな組織としていくべきではないか

市民満足の向上 職員満足の向上

市民や事業者など信頼され、
「顔が見える関係」を構築できるスキル

市民満足につながるサービスの向上 持続可能な組織働き続けたくなる職場環境の充実


